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2B08 特定非営利法人創設と 事業創造モデル 

0 福井幸 博 ( 三菱電機 ) , 清家形 敏 ， HongYihY ㎞ g ( 富山大経済 ) , 杉森 鉄 之助 ( スギ モり ) 

Ⅰ． はじめに 

成熟経済化においては 需要が減少し、 企業は売上、 利益とも減少している。 

経済社会を 3 つの層に分けると、 一番底辺に社会基盤があ り、 その上に産業   

  

企業の活動があ り、 さらにその上でわれわれの 生活や行動が 行われるという 

構造を考える 事ができる。 現代は、 社会基盤でⅡ革命が 進展し、 産業・企業 

が知識・情報をデジタルネットワーク 化して事業創造・ 知識創造を行い、 市 

民 はそのネットワークを 活用している。 その産業・企業が 経済の成熟化によ 

り、 行き詰りつつあ る。 この対策には、 従来の効率追求、 コスト削減等の 戦 

略 では対応できない。 経済の成熟化を 執力学の ェ ントロピ一の 増大と考える 図 経済社会の姉層 

とき、 エントロピーを 減少させる何かが 必要になる。 このエントロピー 減少 

の 解決を非営利組織 (No n  Fo r  P r o f i t 、 以下 NPO という ) にゆだれようというものであ る。 

このような成熟経済環境下において．企業は 新しいビジネスチヤン ス を開拓しょう と NPO が市場を支配してき 

た ソーシャル・サービス 領域への参入を 行ってきた。 一方 NP0 も企業の収益悪化による 寄付の減少等による 収入 

減少のため、 積極的な事業活動が 必要となってきた。 つまり企業 (F o r  P r o f i t 、 以下 PO という ) と N 

PO はこれまでのように 営利一非営利、 配分一非配分、 ミッションにおける 社会性の有無ということから 単純に 区 

別 できなくなってきた。 

近年日本では NPO が社会、 公共的なサービスを 提供する第 3 のグループとして 新たに加わった。 この NPO 十 P 

0 による戦略 ( ビジネ、 スモデル ) を提示する。 

2. NPO と PO の比較 

NP0 を「市場における 財や サービスの交換を、 組織内での官僚制機構に 必ずしも依存することなく、 組織成員 

の有機的結束によって、 成立している 労働集団であ り、 地域・国際領域における 公共的価値・ 目的の実現にむけ 継 

続 的に事業活動を 行 う 非営利組織」と 規定する。 

NPO の組織形態は、 ステークホールダーは 設立者、 理事、 スタッフ、 会員、 顧客等であ り、 PO は株主、 社員   

顧客等であ る。 NP0 のステークホールダーは、 PO のそれよりもコミットメントは 弱いが、 それらの調整が 重要 

であ る。 

NPO の組織原理としては、 PO とは対照的に、 効率性より有効性、 秩序より自由、 命令より自発、 優勝より無 

償が重視される。 NP0 の経営資源は PO と同様、 人、 モノ、 金であ るが、 収入のほとんどが 寄付、 助成金といっ 

たかたちで贈与されることと、 事業の実施に 際しボランティアを 活用することであ る。 NPO のミッションとして 

は 、 社会性・公共性に 特徴があ る。 PO は事業活動を 通じて利潤獲得を 目的としており、 ミッションはそれに 従属 

する。 NPO の 財 ・サービスの 提供は契約に 基づいてというより、 ミッションに 基づいてなされる。 NPO は PO 

と 違い、 収益のあ がりにくい領域にも 積極的にかかわる。 価格設定に関しても PO は利潤最大化原理に 規定される 

が、 NPCn ではミッションに 基づいて柔軟に 対応し、 顧客によって 差別化がなされたりする。 NPO のガバナンス 

は 、 多様なステークホールダ 一によって監視され 統治される。 ガバナンスの 中心は無報酬の 理事から構成される 理 

事 会で、 最終的な決定・チェック 機関として機能する。 NPO の評価は PO のように、 経済性の基準のみでは 測れ 
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ない一面があ る。 

3. NPO+PO モデル 

特定非営利活動法人子どもモノ 作り教育支援事業団は、 200] 年 2 月に設立された。 この NPO は日本国内におい 

て 、 小学生～中学生を 対象にロボット 製作を通じて、 モノづくりの 楽しさ、 工学の基礎を 学ぶことが出来るプロバ 

ラムを提供している。 プロバラムは 3 日間で 1 セットとなっている。 最初の二日間でロボットを 製作し、 最終日は 

そのロボットの 仕上がりを見るために、 デザインコンテストとロボット 競技大会を開催する。 理科系離れが 進み、 

日本の強みでもあ る製造業が国外に 出ていき、 空洞化している。 この問題の解決に 取り組んだのであ る。 この ロボ 

、 ント は東京都内の 大学が開発し、 それを大学の oB が経営する企業でキットとして 製作し販売していたが、 ほとん 

ど 売れないものであ った。 以前より大学の 地域ボランティアとして、 大学付近の小中学生を 集めて、 ロボット教室 

を行っていたものであ る。 NPO は現在の学校授業では 絶対に行われないこのロボットセミナーを 全国の小中学生に 

体験してもら ぅ 事を考えた。 このロボットセミナーを 全国で開催できるように、 地方自治体等から 予算の確保、 ロ 

ボットセミナ 一でのボランティアの 確保・指導、 会場の設営等の 一切を会員が 協力して行った。 PO は、 ロボット 

キットのコストダウンと 品質の向上を 行った。 その結果、 これまで PO 単独では一年間に 50 台程度の販売台数であ 

ったものが、 NPO とコラボレーションを 行った結果、 すぐに 1500 台に増加した。 またロボットセミナーを 受講 し 

た 小中学生にも 好評であ った。 もっと難しいロボットを 製作したい等の 要望が多数寄せられている。 

この NPO の活動は、 高校生がⅠ V 等に出演して 行っているロボットコンテストと 同等の夢を、 小中学生に与える 

と 共に、 学校の授業では 採用されないプロバラムの 提供により、 小中学生に新しい 体験と知識を 提供することによ 

り 社会貢献し、 社会価値の向上に 寄与しているのであ る。 

ビジネス存立の 意義は、 顧客にいかなる 価値を提供しているかで 決まる。 それは次の 3 点であ る。 第 ] は顧客の 

費用を削減すること。 第 2 は顧客に新しいビジネスチャンスを 提供すること。 第 3 ば 顧客が思わず 財布を開きたく 

なるような、 新しい 財 ・サービスを 提供することであ る。 

20 世紀の大企業は「商品企画，開発・ 生産・流通・ 販売」構造であ った。 ところが、 先鋭的企業は「事業 群と 事 

業支援構造体」構造へと 転換しつあ る。 世界は数千の 事業を連続的に 創造する事業支援構造体企業の 挑戦を受けつ 

つあ る。 数千の事業はアウトソーシンバ 戦略 ( 多くの企業を 事業に巻き込む ) をとる。 このアウトソーシンバは 異 

質な知識を取り 入れ、 次々ジョイントベンチヤ 一で事業を起こしていく。 

その際の鍵が 知識集積と「トリガー」であ る。 情報過多、 知識過多の時代、 知識は世界に 溢れている。 例え 、 そ 

れがほんものニセものか、 といった判断に 困る知識であ っても、 とにかく知識が 集積され、 溢れているのが 現在で 

あ る。 これを、 「知識撲和」と 呼ぶ。 この " 飽和を凝縮させる " のが ト リガ一であ る。 空気中の水蒸気が 飽和してい 

るとき、 わずかの塵が 飛び込め ぱ 、 一瞬に水となり、 大雨を降らせる。 この「飛び込む 塵 」が ト リガ一であ る。 「 知 

識を飽和状態にさせ、 トリガ 一 を放り込み、 短時間に事業、 商品を生じさせる」これが ト リガ 一 とその戦略であ る。 

この知識撲和は 企業だけでなく、 社会の中でも 起こり始めた。 社会は情報に 溢れ、 知識撲和が起こりつつあ る。 

90 年代企業と企業との 間 (BtoB) で起こりた知識撲和と ト リガ 一は 、 21 世紀、 企業と社会の 間 (BtoC) で起こ 

ろ う としている。 この社会の知識撲和が 組織化 ( 制度化 ) されたものが NPO であ る。 事業創造の BtoC は NPO と 

po によって、 知識撲和と ト リガ一で実現される。 

NPO は 多様な価値を 基本に据えて、 先駆的、 機動的に社会の 問題に取り組むことのできる 組織であ る。 日本は 

戦後経済発展を 追及するあ まり、 「多様性」は「効率性」の 犠牲になってきた。 

コンピュータ 技術が分散化しそれらコンピュータをつなぎ 合わせる技術革新が 進行した結果、 技術進歩が加速化 

しただけでなく、 多様化した市場ニーズが 時空間を超えて 顕在化した。 アメリカのシリコンバレ 一で は 革新的な技 

術 が次々に生み 出され活用されているが、 ここではスマートバレー 公社という NPO をプラット フ オームとして   

新事業開発、 起業家育成と 支援、 社会基盤の整備及び 生活の質の向上を 目指したプロジェクトの 推進を行っている。 
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NPO が地域コミュニティ 一で知の連結・ 編集を行っているのであ る。 

熱力学のおいてエントロピーという 概念があ るが、 これをあ る系の連動がエネルギーを 使 う とき、 それが与える 

マイナスを測ろ う とするものであ る。 マイナスが増大すれば、 事象は次第に 無秩序になっていく。 エントロピーが 

無限に増大してゆけば、 社会は無秩序になってしまう。 そうなることを 防ぐためには、 それに対抗し、 ェ ントロ ヒ 。 

一 を減少させる 何かが必要になる。 これが NPo と考えられる。 

デジタル情報産業振興会理事の 宇田川 耀 平氏は「新しい 社会システムを 提案するには、 企業という看板の 下では 

営利活動の輪から 抜け出すことは 難しい。 多様な専門性が 要求される施策やプロジェクトの 実現に向けて、 迅速か 

つ 広範囲に対応していくには、 行政・企業だけでは 十分ではない。 行政や企業の 担当者が NPO に参加することに 

よって、 これまで得られなかった 知見を獲得でき、 参加者の意思粋を 変えることができるのであ る。 」と述べている。 

NPO はボランティアを 受け入れる唯一の 組織であ るとともに、 そこに参加している 市民の知識を 自由に利用でき、 

社会的ニーズを 実現するために 行政・企業・ 市民を結びつげ ろ ハブ機能と位置づけている。 この点から NPO 二行政、 

企業及び市民を 連結するインターネットであ ると考えられる。 NPO を通じて行政、 企業、 市民の知識、 情報が連結 

するのであ る。 

インターネット 社会では、 誰でも、 どこでも、 世界中の情報に 瞬時にアクセスできる。 人や物事が自由に 連結さ 

れ、 あ りとあ らゆる関係が 自発的に発生してゆく。 権 限や権 威に基づく行動、 強制力を伴 う 統制、 上からの指示に 

よる秩序の形成、 固定的な関係や 体系、 ビラミッドのような 組織での仕事は 次第にその効力を 低下させる。 同様に 

NPO コインターネットとして 公共、 市民、 企業を自由に 連結し、 それぞれのグループに 蓄積された知識の 編集が 行 

われて、 イノベーションが 発生する。 

NPO によって行政と 企業、 市民と企業、 行政と市民において、 イノベーションが 生まれやすくなる。 この様な点 

でも、 NPO は社会のつなぎ 役として、 21 世紀の新しい 組織になる。 起業しようとする 人ば企業だけ 作るよりも NP0 

( 非営利組織 ) +PO ( 営利組織 ) として起業することにより 新しい 21 世紀型の企業になれるであ ろ       

4, NPO+PO  による事業進化 

20 世紀の情報・ 知識の流れ 21 世紀の情報・ 知識の流れ 

づは 、   清報 ・知識の流れの 方向を示している   

出所 : 楠田幸宏 2000 を加筆修正 
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社会で進展している 成熟化は、 産業の成熟化を 推し進めている。 社会の成熟化は 産業の流れを 生産者サイドから 

消費者サイドへと 主導権 が移動し、 それが企業行動に 大きな影響を 与えている。 それは、 川下型経済であ り、 生活 

者 主導による産業構造への 転換であ る。 そこでは、 消費者が自らの 生活の必要性やライフスタイルに 応じて価値を 

識別する生活価値が 重視される。 消費者は単に 企業から提供されるものを 受身で消費するのでなく、 自己の指向に 

あ ったものを選び、 また、 主体的に働きかけては 必要なものを 供給させる能動的存在へと 変化する。 

このような変化から、 20 世紀においては 公共、 企業グループから 市民バループの 方向に一方的に 流れていた情 

報・知識が、 21 世紀は社会、 産業の成熟化により、 その流れの方向に 逆転が発生することが 予想される。 政府の失 

敗 、 市場の失敗、 経済の成熟化の 3 点が主な原因と 考えられる。 

これまで公共、 企業グループ 以外で蓄積された 情報・知識は、 社会に大量に 存在していた。 しかし社会の 領域で 

は 情報・知識の 発信に要するコストが 高 コストであ ったため蓄積されたままになっていたと 考えられる。 これが 1 

T 化の進展に ょ 0 発信が容易になった。 このような情報，知識の 流れの逆転が 予想、 される 21 世紀は、   清朝・知識の 

ポータルサイトを NPO と考えると、 情報が資源となる 知識社会では NPO は重要な組織と 位置付けることになると 

考えられる。 

21 世紀には、 大企業も中小企業も NPO というポータルサイトから 情報・知識を 収集し、 事業進化を行 う ことが 

予想される。 この点でも、 NPO キ PO のモデルの意味があ ると考えられる。 

5. 結論 

NPO は既存の公共グルー プ 、 PO グループ、 市民バループを 結合する社会のインターネ、 ット のハブとして、 2 1 

世紀の新しい 組織になる。 経済社会を 3 つの層に分けると、 一番底辺に社会基盤があ り、 その上に産業・ 企業の活 

動があ り、 さらにその上で 市民の生活や 行動が行われるという 構造を考える 事ができる。 現代は、 社会基盤、 産業・ 

企業が成熟してしまった 以上、 今後は生活空間での 社会価値の向上を 目的にビジネスの 展開が考えられる。 20 世紀 

の ビジネスは、 社会基盤の整備、 それに伴 う 企業・産業分野の 設備投資での 需要が中心であ った。 しかし、 21 世紀 

は 生活空間での 社会価値の向上に 関するビジネ 、 ス への移行が考えられる。 このビジネ 、 スは 、 多品種小量生産の 特徴 

があ り、 従来の大量生産・ 大量販売の規模の 経済の方法では 対応が難しい。 

このような点から 今後企業単体で 起業または活動するよりも、 NPO+PO として起業または 活動することにより   

新しい 21 世紀型のビジネスモデルと 考えることができる。 企業が NPO に消極的に参加するのではなく、 企業が積 

極的に NPO を設立する戦略に 効果があ ると考えられる。 
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